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1. はじめに
「100年に一度」という、2007–08年の国際金
融危機当時のグリーンスパン連銀議長の発言の意
味したところが、次第に明らかになりつつあるよ
うに思われる。今、われわれが直面にしている事
態は、資本主義の世界システムの大転換に連なる
可能性をもつと考えられるからであるが、その意
味を明らかにするためにも、改めて 1929年世界
恐慌にともなう構造的転換について考察する必要
が生じている。本稿の目的は、方法としての
GCES構造論を戦間期研究において用いることの
意味を論じることにある。第一に GCES構造論
の意味について、第二に、GCES構造論を方法と
して用いることで、戦間期をGCES構造の大転換
期として解明することの意義を論じる。第三に、
GCES構造の下でイギリス資本主義が持ちえた
「制度設定者のレント」についての問題提起を行
い、特に、基軸産業としての鉄鋼業の資本蓄積構
造の再編成についてふれる。「研究ノート」の性
格上、これらの考察を端緒的に行うことにならざ
るをえず、参考文献の注も、これまでの筆者の研
究をまとめることが中心となる。
2. GCES構造仮説をめぐって
マルクスはそのプランの中で、「国家・国際商
業・世界市場」の三層構造において、資本主義の
世界市場創出傾向を明らかにしようとしたが、そ
れは国際貿易による世界市場の拡大が主要なテー
マであった、19世紀の世界経済の展望にもとづく
ものであり、資本移動の観点は不十分であった
し、世界市場における資本の自由な活動と国家と
の間の矛盾も明確に捉えられてはいなかった。資
本移動の自由が国民経済に及ぼす影響を明示的に
捉えられるようになるのは、一連の資本輸出論で
あるが、過剰資本の輸出を基礎におくものであ
り、本格的に問題とされるようになるのは、第一
次世界大戦と第二次世界大戦の戦間期にほかなら
ない。この時期の資本移動の制限をめぐる問題の
意味が明らかになるのは、第二次世界大戦後の先
進国における国家的な経済政策が、ケインズ的な
財政・金融政策として行われるようになってから
である。とくに短期資本の自由な移動により、一
国の財政・金融政策が拘束される点を、外国為替
制度との関連で明らかにしたのがマンデルの「不
可能な三角形」であった。しかし、マンデルの議
論は政策上の観点からの立論であって、資本主義
の世界的なシステムにおける資本移動の自由（世
界性）と国家がその領域において国民を統治し、
なかんづく資本賃労働関係を軸とした社会的諸関
係を統括するという構造論的な視点もなかった
し、「資本の世界性」と「国家の領域性」の間にあ
る矛盾についての考察も、なされたわけではなか
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った。本稿は、この「マンデルの不可能な三角
形」が明示した政策選択上に内在する矛盾を世界
的な資本蓄積のシステムの構造的な矛盾としてと
らえ、これらを総括するものとして、世界システ
ムをGCES（Global Capital Exchanges States）
構造として表わすことで、世界恐慌へのアプロー
チを再検討することにある。ここでの GC, E, S
とは、「資本の世界性GC」、「国際商業・外国為替
制度 E」、「領域国家 S」の三層構造における相互
関係を表わすものである。資本移動の自由を獲得
した「資本の世界性 GC」は、労働力商品化を労
資関係のもとで統括する「領域国家 S」の国家間
を自由に移動し、そのことによって国家を商品と
して対象化するのであって、その両者の関係を
「国際商業・外国為替制度 E」が調整する。
この関係を定式化したものが以下の仮説式であ
る。
ここでは、GCESの構造は次の諸要素により表
わされる。
GC世界資本 ; Eκ~π為替（中心・周辺） ; Sn国家
n ; Sσ対外国家 ; Sχ対内国家 ; DC国内資本 ; L労
働 ; R他の社会構成体 ; BCP越境する人々BCP
（Border-Crossing People）は国境を越え国家を越
える人々であり、GC（Global Capital）の自由な
移動性に対置される。
マンデルの「神聖ならざる三位一体」の不十分
点は、資本蓄積の運動の分析が欠落している点に
ある。今回は、その問題点を把握する第一歩とし
て、問題を単純化し図式的に整理することにしよ
う。この問題を立体的に把握しようとする試みを
以前行った。これは「歪んだ四面体」として仮設
したもので、上図のようなものであった。
国際商業における貿易環節と資本環節の連動性
において、商品移動の自由（商品貿易の自由）
（CT）と資本移動の自由（K）、そして為替の安定
（E）という、三位一体（安定した三角形）関係を
導く。これを、「神聖ならざる三位一体」の三角形
の、為替の安定（E）と資本移動の自由（K）の辺
を共通にして、外側に置こう。これは、後で述べ
る「歪んだ四面体」の自由貿易面（T）を構成す
る。
次に、「神聖ならざる三位一体」の三角形の、資
本移動の自由（K）と一国の自立的金融政策（M）
についてみよう。一国の自由な金融政策とは、中
央銀行を通じて行う国家の裁量的な金融政策であ
る。金貨本位制度・金地金本位制度、さらに金為
替本位制度へと金本位制度もその機能を歴史的に
変化させていったが、概括すれば、金本位制のも
とでは、各国は国際金本位制度のルールを優先
し、自国本位の金融政策の実施を抑制してきたと
いってよい。勿論、アイケングリーンのように
「覇権安定」という問題を含めることも可能であ
ろうが、ここでは深くは立ち入らない。問題は、
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一国が行う自由な裁量的金融政策の意味するとこ
ろにある。
中央銀行の金融性政策の目的は、国内の資本蓄
積の拡大にむけて、物価調節を軸に国内金融と国
際的資金移動の調節を行うことにあるといってよ
い。その際、国際経済的な観点からは、資本の自
由移動との関連が重視されるが、その背後には、
国内の資本蓄積の問題があることは言うまでもな
い。
これまでも、安定した強い通貨と国内輸出産業
の間に矛盾があり、自由な長期資本移動は、国内
の資本蓄積を制約することも指摘されてきた。し
かし、国際経済学において、国内資本蓄積の根幹
をなす労資関係が実質的に捨象されてきたこと
で、この資本蓄積に及ぼす金融政策の意味は、十
分に関連づけられてこなかったと言っても過言で
あるまい。大内力の「国家独占資本主義」論の持
つ意味は、ケインズ的財政政策が、金本位制度の
もとでの金による価値規制を脱臼させることによ
って可能になった点を、資本蓄積をめぐる本質的
問題として捉えたことにあった。ここでの「一国
の自立的金融政策」の意味もそれと関連する。す
なわち、加藤栄一が「同権化」としたような、第
一次世界大戦を契機とする労資関係の変化が前提
としてあり、金本位制度が強制するデフレ一ショ
ン下での分配をめぐる階級闘争の激化に、資本主
義が耐えられなくなったところに、緊急避難とし
ての金本位制の停止と、調整的な金融政策への移
行の必然性があったのである。このような問題の
把握は、ニューディール政策の下での財政政策の
転換の意義に比して、国家独占資本主義の移行に
際しての金融政策の意義が、従来軽視されてきた
ことに反省を与えもする。マルクスが搾取として
捉えた問題が、今日的には分配をめぐる闘争と観
念されるに至る経緯のなかで、一国的金融政策の
もとでマイルドなインフレ一シヨンが調整可能に
なったことが、大きく寄与した要因としてあると
考えられるからであり、換言すれば、一国の自立
した金融政策こそが、国家独占資本主義のもとに
おいて、国家による資本蓄積過程への介入の枢要
をなす問題でもあると言ってよい。国際的に自由
な資本移動（K）と自立的な金融政策（M）は国
内商品生産（CD）との間で、不安定な国内資本蓄
積面（D）を構成する。
第三に、一国の自立的金融政策（M）の対外的
側面である。為替の安定（E）は証券投資を海外
投資の中心にすえてきた。しかし、為替変動の拡
大は、為替リスクのヘッジ手段の革新にもかかわ
らず、直接投資の拡大を促した。自立的金融政策
（M）と為替の安定（E）は、海外における商品生
産（CF）との間で、国際的資本蓄積面（F）を構
成する。
以上のような、それぞれ歪みを伴う可塑的四面
体の底面は、それ自体、鼎立不能とされる為替の
安定（E)、資本移動の自由（K)、一国の自立的金
融政策（M）によって構成されている。この四面
体は、内部に資本主義的総生産を抱え、自由な商
品貿易（CT）、国内商品生産（CD）、海外におけ
る商品生産（CF）が、たまねぎ状に開いた 4面体
を形作る。内部に抱えた資本蓄積の拡大と外部へ
の漏出のプロセスの中で、その 4つの頂点を陥没
させたりして形を歪めつつ、絶えず運動を続け
る。このことを「歪んだ四面体」の運動ととらえ
たのであった。このような一国的資本蓄積を「歪
んだ四面体」と捉えたうえで、GCの世界性を保
障する通貨制度について次のような時期区分を行
った。（杉﨑、2007、2009）
まず金本位制度下では、四面体は、為替の安定
（E）、資本移動の自由（K）と金本位制のルールに
従った非自立的金融政策（nM）のもとで安定し
ていたと言ってよい。しかし、逆にこの四面体の
硬性な構造が、内部の資本主義的生産の拡大と摩
擦し、帝国主義対立をもたらした。
帝国主義的対立は、第一次世界大戦を通じて、
自国中心の政策への転換を促した。先に述べた金
本位制度の放棄と管理通貨制度への移行が、国家
独占資本主義への移行として、資本主義変質の重
要な画期をなす理由もそこにある。非自立的金融
政策（nM）から自立的金融政策（M）への移行に
は、資本移動の自由の制限（nK）が不可欠であっ
たが、さらには為替安定の否定（nE）により、自
由貿易そのものが脅かされることになった
（nT）。資本蓄積の膨張圧力は、為替切り下げ競
争とダンピング輸出の軋轢から、軍需生産へと傾
斜してその内圧を高め、不均衡な四角形は大きな
歪みを伴って変形を遂げた。
第二次世界大戦後の世界システムは、冷戦の深
まりとともに、戦後復興を各国内部での階級関係
の調節とともに行う必要を生じさせ、一国毎の管
理通貨制度がそれを可能にした。各国の自立的金
融政策（M）と安定した為替政策の必要から、自
由な資本移動は制限され（nK）、アメリカのドル
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撒布が代替することで、自由貿易システム（T）
の修復が試みられることになった。しかし、自由
貿易の拡大は、自由な資本移動（K）の拡大を促
し、為替への圧力（E）は、自立した金融政策
（M）にも影響を及ぼした。国内の階級関係の調
節を優先すれば、為替圧力を回避するために大幅
な切り下げを迫られるという悪循環が生じた。こ
の問題を回避する手段が、固定相場制の放棄と変
動相場制度への移行（nE）である。しかし、為替
安定の放棄は、固定相場制のもとで課せられてい
た金融政策への制限を緩めることにもなったし、
国内の硬直化した価格構造は貿易面に歪みを生じ
させた。ドルの通貨節度の喪失は、各国の労資関
係の圧力と、石油・エネルギー価格の上昇という
外的ショックと相俟って、主要国をスタグフレー
ションに陥らせ、危機が進行した。
1980年代の新自由主義改革は、イギリス、アメ
リカによって先導されたが、ヨーロッパも競争力
の回復に向けて、民営化・規制緩和路線をとるこ
とで、それに追随することになった。国内の資本
蓄積と階級調節を優先させる政策に変わり、労働
コストの削減に向けての流動的労働市場の形成に
向けて、経済的国境障壁を低める措置がとられ、
域内での商品・サービス・資本・労働移動が活性
化したのであり、それは国家独占資本主義を解体
するプロセスであったといってよい。ヨーロッパ
域内では、ドイツ・マルクを軸に為替安定のメカ
ニズムが導入され、多かれ少なかれ周辺諸国の自
立的金融政策は制約されてきたが、両独の統一と
その後発生した金融危機は、自立した金融政策を
放棄（nM）してでも、通貨統合を推し進める（E）
ことで、一国的レベルから域内の多国間レベルで
の資本蓄積構造の再編を行う必要を生じさせた。
単一通貨の導入は、この結節点をなすものであ
る。しかし、一国の自立した金融政策の基礎にあ
る労資関係と階級関係の調節は、定住する国民と
各国政府との関係として依然として残されてい
る。賃金や物価の平準化が生じる前に、資本蓄積
の圧力は、超過利潤を求めて、よりコストの安い
国への生産の移転を促し、それが統合の推進力と
なってきた。しばらくは続くこの資本蓄積の拡大
運動のもとでの、価格平準化と外部への拡張圧力
の相互促進作用は、ヨーロッパがどこまでかとい
う問題を孕みつつ展開している。そして、ユーロ
の導入は、アメリカ主導の一方的「グローバリゼ
ーション」への歯止めとしての画期をなす可能性
をもつ。
四面体は、国家独占資本主義の一国的構造を解
体させ、それぞれの面からは資本蓄積の実体が漏
出し、資本循環は従来の小国の枠組みを超えて、
域内で再編されつつある。しかし、それは一挙に
進むわけではない。一国性の解体は一方では、一
国内の地域特性の析出を促し、他方で広域的な地
域再編が進むという状況のもとにあっては、その
双方の間に立って、労資関係と階級関係の調節を
行う各国政府の役割は逆に大きくならざるをえな
い。しかし、一国的な政策手段の失われていく過
程で、「歪んだ四面体」は、一国的性格を変化させ
ざるをえない。その際、FDIの拡大は、資本循環
の広域的展開として、資本蓄積機構の拡大の基礎
をなすものであり、FDIの拡大は、従来の国家単
位の経済基盤の再編を根底から促すことにもつな
がる。
このGCES構造をもとに、通貨システムの移行
について考察したのが下記の表である。
戦間期の問題は、この表における金本位制度の
離脱・復帰・離脱と大きく変動した時期について
の議論となる。
これらはまだ仮説の域を出るものではないが、
このような構造式を仮設することの意味は、次の
ような点にある。
第一に、このような「関係式」に表わすことの
意味である。この式は、システム内部の矛盾の重
層的連関を表わすものであり、資本主義が労働力
の商品化の矛盾を抱えると同時に、非資本主義的
外囲に BCPという国境なき人々の存在をもち、
資本主義の世界的編成はそうした人々を包摂でき
ていないことを示している。
第二に、資本主義の世界的編成の重層的構造に
おいては、非資本主義的外囲をもちつつ、GCと
Sの関係が軸になることを示すものとしてある。
その際、GCの編成に着目すれば、世界市場型の
金融資本と一国的に組織化された金融資本・産業
資本の識別が必要であり、それらの関係性のなか
から「多様な資本主義」が形成され、世界的に編
成されることになる。
1980年代以後の新自由主義改革により、ブレ
トンウッズ体制下で編成された、大内力のいう
「国家独占資本主義」経済は解体され、資本の移動
性を高めるグローバル化によって、今日の世界経
済は新たな編成へと進んできたことが見て取れ
る。（杉﨑、1998–2015）そのような GCES構造
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における GCの支配的役割が顕著になった 21世
紀資本主義に対して、歴史的プロセスのうちに
も、GCES構造を見出すことも可能となる。宇野
弘蔵の重商主義段階、自由主義段階、帝国主義段
階という段階論の構成は、GCES構造における世
界資本と国家の編成の変化にほかならない。ま
た、イギリスにおける「自由貿易帝国主義」につ
いての毛利健三の問題提起も、このGCES構造を
仮設することで理解が可能になるであろう。
第三に、資本主義の世界的編成における GCと
Sの間における闘争（対立と協調の二面性）を調
整するEの機能の重要性である。マンデルの「不
可能な三角形」は、GCの自由な移動と一国的な
金融政策の自由を調整するうえで、外国為替によ
る調整の可能性を示しているが、開放経済におけ
る一国的な政策的観点からの立論であったがゆえ
に、金融政策の背後にある資本蓄積構造の問題に
ついてふれてはいない。このため、GCと Sの間
の闘争（対立と協調）の構造が不明確であり、S
が内包する一国内におけるDCと Lの労資関係の
矛盾により、中心・周辺関係を通じて負担の転嫁
が行われる関係にも視野が及ばないが、その点を
構造式の中で位置づけることが重要になる。
第四の点として、関係式で表わすことの危険性
にもふれておく必要がある。この式は、金融資本
的蓄積や多様な資本主義の編成のあり方の具体的
な分析の必要性を、システム総体の中に位置づけ
ることを目的としており、そのもの自体を解明す
るものではないし、しうるものでもない。現代資
本主義について語ろうとするならば、GCES構造
の中に位置づけることなしには為しえないことを
提起しているにすぎない、その意味で、GCES構
造論は、現代資本主義分析のための方法的な基礎
として捉えられ、その内容は豊富化されるべきも
のとしてある。その際、「関係式」という形をとる
ことが、構造の安定性を示すものではないことに
注意する必要があるだろう。この構造において
は、カウツキーのいう超帝国主義的構成が不可能
なことは明白だが、他方で、GCの世界性の存在
を十分に検討しないまま「資本主義の最高段階」
としたレーニンの立論の限界も明らかになる。こ
の関係式をみて、むしろ危惧すべきは、現代世界
におけるGCES構造の不安定性であり、それが最
終的には、GS（Global State）の登場を促すこと
になりかねないことにある。
本稿においては、GCES構造論を方法として用
いることで、戦間期をGCES構造の大転換期とし
て解明することの意義と、その際、イギリス資本
主義の特殊性についての考察を端緒的に行うこと
にある。
金本位制度（世界的システム）
⇩
管理通貨制度（ケインズ的 
国家資本主義）
〈新自由主義改革〉
グローバル化・第一階梯
⇩
グローバル化・第二階梯
固定相場制度
　資本移動の自由化
変動相場制度
スタグフレーション
アメリカ型市場制度の 
普遍化
通貨変動の不安定・ドル
切り下げ圧力
地域通貨圏形成
（出典）筆者作成
（E, K, nM）
　　⇩
（E, nK, M）
　　⇩
（nE, K, M）
　　⇩
（nE, K, nM）
　　⇩
（E, K, nM）
世界大戦・世界恐慌
国際通貨協力と世界経済の枠組みの変化
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3.　GCES構造の大転換をめぐって
さて、GCES構造において、資本蓄積の基幹を
なすものが金融資本である。この金融資本概念に
ついてはすでに若干の検討を行い、イギリス型の
特殊性について考察した。（杉﨑、2015）
⑴ 金融資本概念をめぐって
金融資本概念の基礎に置かれるべきは、ヒルフ
ァデイングの「金融資本論」である。ヒルファデ
イングの金融資本論は、産業における独占の形成
と銀行の証券金融への業務拡大に伴う合同運動へ
の関与に焦点をあて、さらに帝国主義的対外政策
への関与として、保護政策・資本輸出・ダンピン
グについて取り上げている。極めて組織的な、銀
行と産業独占の結合のあり方を分析したことで、
重要な意味をもつことになった。
このヒルファデイングの分析をもとに、段階論
における「型」の析出に据えたのが、宇野弘蔵で
あった。「経済政策論」第三編「帝国主義」では、
第一節「資本集積の増大と固定資本の巨大化」
を、第二節「株式会社の機能」では株式会社につ
いて扱い、ドイツ型の金融資本蓄積をして、帝国
主義段階の典型としたのであった。これについ
て、馬場宏二は、「再生産過程を、離れて、金融的
に支配する。これが金融資本についての形態的規
定の軸心である。ただこの規定は、株式会社を説
く文脈のなかにあり、しかも、直後に、金融資本
は単に支配機構の形式として理解されてはならな
いとの断りが置かれているので、はなはだ取出し
にくいのである。」（馬場宏二、1986、p.91）とし
たうえで、第三節の「金融資本の蓄積様式」につ
いては、「産業資本とは異なって、不断に資本蓄積
を高度化させ、過剰人口を作り出しつつ同時に横
への拡大も行う面」と、「生産方法改善の抑制や独
占の作用で停滞的になる面の二重性をもち、それ
によって景気循環の周期性は攪乱され、好況要因
を非自発的にする」（馬場宏二、1986、p.91）と
して、景気循環の変質の重要性を指摘している。
戸原四郎の金融資本論は、ドイツにおける金融
資本形成を丁寧に実証した。（戸原四郎、1960）
これに対して、岩田弘は、世界資本主義の枠組み
に金融資本論を位置づけることを提起した。（岩
田弘、1964）両者の方法的違いは、金融資本にと
とまらず資本主義の世界性と一国性の関連をどの
ように説くのかという問題であった。
帝国主義段階の金融資本的蓄積様式の国際化の
問題は、戦間期には重要な問題となる。これにつ
いては、加藤栄一『ワイマール体制の経済構造』
(1973)、戸原四郎『ドイツ資本主義』（2006）、塚
本健『ナチス経済』（1964）、工藤章『現代ドイツ
化学企業史』（1999）などの研究がある。（杉﨑、
同上）
馬場宏二は金融資本蓄積と過剰富裕化を扱った
最初の研究者である。これに対して、加藤栄一
は、福祉国家と金融資本の関係を論じ、国家独占
資本主義と金融資本的蓄積様式について検討を試
みた。
⑵ ポラニイの「埋め込み」とケインズ政策
筆者は、「埋め込み」をめぐってポラニイの提起
した問題を若干検討したが、金融資本概念の欠落
が、分析に限界を与えていることを指摘した。
自立的調整市場の埋め込みとしては、金本位制
度のもつ自律的調整機能の停止がまず挙げられよ
う。「擬制的商品」としてポラニイが提起した貨
幣、土地、労働力のいずれもが、戦間期において、
自由放任の市場原理に委ねておくことができなく
ったことの指摘は正しい。しかし、具体的に見て
みると、その位相と相互連関については、さらに
検討が必要である。ここでは論点を若干指摘して
おこう。
まず労働力は、本来的に市場で自由放任の取引
に委ねることには無理がある。したがって長い闘
争の歴史を経て、国家が労資関係に介入すること
になったが、第一次世界大戦は、資本蓄積過程に
おける労働力商品の問題だけでなく、国家による
兵士としての動員を契機に、銃後の家族の存在を
も含めて、労働者をたんなる労働力としてではな
く、国家を担う国民として捉えざるをえないとい
う問題を浮上させることになった。「労働力商品
の国民化」（杉﨑）という概念の導入は、第二次世
界大戦時のべヴァリッジ計画以前の、第一次世界
大戦期の労資関係の変化を、加藤栄一の「同権
化」や中西洋の「戦時労資関係論」よりも、生活
過程・生命の再生産過程への国家の関与としてと
らえるべきであるという観点にたつものである。
この点をふまえることで、労働力は生産過程の側
の存在としてだけでなく、生活過程を通じて購買
力として存在する意味も明らかになる。労働力商
品としての存在を、コストとしてみれば労賃切り
下げが課題となり、賃金をめぐる労資間闘争のみ
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に焦点があたることになる。しかし、労働力を購
買力とみなすことで、国内市場の重要な構成要素
に転化し、賃金切り下げに多大なコストをかける
よりも、マイルドなインフレーシヨンのもとで
「貨幣錯覚」を生じさせて実質賃金を切り下げた
り、さらには賃金上昇による購買力拡張要因とし
て、政策的操作に対象化することが可能になる。
これがケインズの賃金下方硬直化に対する解答に
ほかならない。政労使によるコーポラティズム的
賃金決定は、国家が政策対象として労働問題を組
み込むことを意味するだけでなく、労働組合によ
る賃金決定への関与により、新たな交渉体系が国
家内に形成されることになり、資本の世界性と国
家の矛盾を生みだすことにつながる。
第二に擬制的商品としての土地は、需要供給関
係における硬直性の問題だけでなく、所有権と階
級・利子生活者問題、農業問題という多様な問題
連関をもつ。農業問題は、食糧価格を通じて賃金
問題の基底をなす。金本位制度のもとで、デフレ
圧力が強まる場合は、労賃切り下げ圧力は食糧価
格の切り下げ圧力に連なる。交渉力の弱い農業部
門に価格切り下げ圧力が加重され、それが農業者
の所得切り下げにつながり、農業危機が発生する
要因になる。海外から食糧輸入をする場合は、デ
フレの賃金切り下げ圧力は、海外からの食糧輸入
コストの切り下げ圧力として働き、そのことが世
界経済の周辺部農業諸国への中心部からの負担の
転嫁として作用する。他方で、戦問期は、戦時中
の食糧輸入途絶の可能性にたいして食糧自給も一
部拡大し、第一次世界大戦後は、国内自給基盤と
して保護対象になった。総体的に高価な食糧の保
護は、賃金の下方硬直化に対する農業面からの支
持機構となりうる。
このように土地と農業問題は密接に連関してお
り、食糧コストの問題が労貨の基底部分を形成す
る。さらに、農民の所得を保護することで、国内
需要の重要な構成部分とすることが可能になる。
したがって、農業問題は自律的調整市場に委ね
ず、国家的な政策対象とするべきとする考えも生
じることになる。
第三に、「擬制的商品」としての貨幣は、本来、
法貨として通用する貨幣の供給において、国家の
関与を必要としており、自律的調整市場のもとで
の商品として存在するわけではない。ところが、
金本位制度のもとでは、金は世界貨幣として、ゲ
ームのルールに則り、自律的調整市場において取
引されるとみなされてきた。実際には、通貨シス
テムにおける自律性自体、過大に評価はできな
い。しかし、世界恐慌により再建金本位制度が崩
壊し、ブロック化が進んで通貨の交換性が不安定
になると、あらためて交換性の回復が求められる
ことになった。その場合、通貨の交換性の回復と
自律的調整市場の復活は同義ではない。通貨の交
換性の回復は、国際商取引の決済手段を確保し、
資本移動の世界性を維持するうえで基本的な必要
条件である。しかし、通貨の交換性が回復し、自
律的調整市場に委ねられれば、為替レートが変動
し、通貨をめぐる闘争が激化する。これは各国の
国内条件が優先されるためで、資本の世界性を制
限しても、各国の政策的自主性が優先される枠組
みが、国家独占資本主義のもとで、ケインズ政策
として導入された。その意味で、金本位制度から
管理通貨制度への移行が、資本の世界性を制約し
てでも、国家による経済管理を優先するシステム
として、金本位制度の崩壊後に現出したのは必然
である。ファシズムからニューディール型に至る
まで、多様な国家管理資本主義が族生し、そのな
かでイギ リスとアメリカが生き残り、イギリス
の資産をアメリカが継承する世界システムとして
ブレトンウッズ体制が成立したのである。
ブレトンウッズ体制と各国の国家独占資本主義 
体制が、「自律的調整市場の埋め込み」を通じて形
成されたと言う議論は、感覚的に理解ししやすい
が、上述のように、細部には多くの問題が含ま
れ、必ずしも整合的ではない。イギリス中心の自
律的市場の世界的メカニズムが、世界的編成機能
を失い、アメリカの国際管理型システムに移行す
る根拠が問われなければならない。
その際、イギリスの問題、特に後に述べるイギ
リスの「世界市場型資本蓄積」と「制度設定者の
レント」をめぐる闘争（対立と協調）の問題が、
十分に検討されてこなかったことが明らかになる。
世界恐慌が世界農業問題に集約され、その「反
射」としての労働人口の過剰＝失業問題が中心部
資本主義において顕在化する構造的連関につい
て、GCと Sの関係が問われなければならない。
この場合、ケインズ的なマクロ政策の特徴は、
世界経済との構造上の連関を抑制する点にある。
特に資本移動の自由を抑制し、自由貿易と労働移
動を制限したうえで、マクロ経済を国家が管理す
る。その際、中央集権的な統制経済ではなく、国
家による市場経済の誘導を財政・金融政策を通じ
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て行う。外国為替政策は、資本移動の自由を規制
し、外国為替相場の安定性を確保することで、為
替切り下げ競争を回避し、自由貿易のシステムを
保障する。ケインズ政策は、保護主義的側面をも
つが、ブレトンウッズ体制では、保護主義を抑制
し、貿易の拡大が中心課題となった。これは、二
つの世界大戦を通じて形成されたアメリカの過剰
生産力を、輸出を通じて処理するために不可欠な
貿易上の制度要件であった。第二次世界大戦後の
アメリカは、第一次世界大戦後と同様に、資本の
過剰、生産力の過剰、農業生産の過剰という複合
的な過剰問題に直面することになった。これら
は、過剰な労働力の形成とそれを吸収する土地の
不十分性として、過剰人口問題、失業問題を生じ
させた。市場の自立性に委ねた場合、自律的な回
復が進む前に市場経済そのものが崩壊するおそれ
があった。そこに、国家による経済への介入が必
要とされる理由があった。
国家独占資本主義は、国家が独占資本と連携し
ながら市場を組織化して行くシステムであり、
「国家独占資本主義」というネーミングは、その定
義にてらして適切であるといわなければならな
い。金本位制度からの離脱が、このシステムへの
移行のメルクマールになる理由は、金本位制度の
もつ性格とそれからの離脱により、国家単位での
経済政策の実施が可能になることによるものであ
る。すなわち、国際金本位制度は、金の自由な移
動を通じて為替と国際収支の調整を行う機構であ
り、それ自体が、資本移動の自由の保障と表裏一
体をなしており、「ゲームのルール」に適合的で中
立的な金融政策を必要とする。このため、金本位
制度導入国が国内対策を重視して、各国独自の金
融政策を実施することは、この国際金本位制度の
円滑な運用の障害となる。実際、アメリカは、金
の流入に対して、国内政策を重視する観点から不
胎化政策をとらずに放置することで国際的なルー
ルから逸脱し、金本位制度の不安定化を招いた。
侘美光彦の「ポンド＝ドル体制」は国際金本位制
度のもとでの中央銀行間協力を基礎に構築された
国際金本位制度であり、構成国が自国本位の政策
を実施する時、その安定性は重大な脅威をうける
ことになったのである。国際金本位制度からの離
脱は、各国が自国本位の金融政策を行う裁量の余
地を広げるものであり、不換紙幣発行の自由の獲
得は、通貨供給量の調整を可能にした。低金利政
策の導入と為替調整も、金本位制度からの離脱に
より可能となったし、財政的には、累積した国債
の低利借換だけでなく、国債発行枠の拡大も可能
になった。
イギリスが金本位制度を離脱し、ポンド切り下
げによるポンド防衛策を実施したあとも、アメリ
カとフランスは金本位制度を維持したが、結果的
に、金流出を招き金本位制度の停止を迫られるこ
とになった。これは国際金本位制度がもつ世界性
の現れといってよい。資本の世界性は、国際金本
位制度のもとでの為替の安定により可能になった
のであり、「資本蓄積の世界性」（アミン）を保障
するには、為替の交換性を確保する国際的な制度
が不可欠であった。イギリスのポンド・スターリ
ング制度への移行は、第一に対ドル切り下げを含
む中心部各国との間の為替調整と、第二にスター
リング・ブロック内植民地・自治領との間での変
動為替相場を通じて、高いポンドを維持すること
により、ブロック内のポンド資産の維持を目的と
したものであったが、それぞれにおいて矛盾を含
んでいた。まず、対ドル切り下げは、イギリスの
対米ドル債務の負担を重くすることになったし、
域内諸国に対する高ポンドの維持は、域内におけ
るポンド投資資産を保護する一方で、イギリス本
国からの域内諸国への工業製品を抑制した。域内
農業国からの対英輸出においても、第一次世界大
戦以前とは異なる矛盾が生じることになった。
1925年イギリスの金本位制への復帰が想定して
いた、在外ポンド資産価値の維持と低コストの食
糧・原材料輸入のメリットは、デフレーションの
進行により、むしろ国際農業問題の深刻化と言う
事態をもたらし、それにより、イギリス自らの世
界経済経営の条件を悪化させ、ひいては金本位制
度からの離脱を余儀なくさせたが、金本位制度か
らの離脱後のポンド・スターリング・ブロックの
形成後の、域内通貨政策は、これもまた新たな矛
盾を生みだすことになった。（杉﨑、2004）
第一に、食糧・農業問題である。第一次大戦を
契機に導入された食糧自給枠の拡大は戦後も維持
されることで、本国における農業保護を継続させ
ることになった、このため、食糧供給基地として
の、移民による新開地のオーストラリア、ニュー
ジーランド、カナダのからの食糧輸出に重大な影
響が生じた。輸出低迷であり、デフレーション下
での農産物価格の低迷であり、それがこれら農業
国の経済を圧迫した。またこのことは、これらの
国での、第一次世界大戦時の輸入代替工業化政策
23GCES構造の「大転換」と世界恐慌
の延長線上に、工業関税の導入による、工業保護
政策を進めることを促す結果も生じさせた。その
際、イギリス鉄鋼業に対する保護関税は、半製品
と完成品との間で区別を設け、国際カルテルにお
いては、帝国市場がイギリスの分配化に置かれて
保護されるなどの対応がとられた点も見逃せな
い。しかし、オッタワ会議での特恵輸入枠は、主
要に特定産品に対するものであり、オーストラリ
アの鉱産物や羊毛、ニュージーランドの羊毛等の
特恵付与に対して、小麦などの食料品に対する特
恵枠は小さく、これら食糧基地の窮状を救済する
ことにはならなかった。むしろ、域内、自治領・
植民地諸国へのデフレ圧力の強まりが、これら諸
国の窮乏化を促したことが重要である。この点
は、別の場で検討する。
第二に、金融資本的蓄積における矛盾である。
イギリスの世界市場に直結した市場型の国際金融
資本のパワーの弱体化と、産業面での資本蓄積と
の矛盾の拡大がそれである。まずシティの地位の
低下があるが、これは、第一次世界大戦がもたら
したアメリカとイギリスの間の債権債務関係によ
るものであり、国際金融市場としての資金吸収力
もシティは戦後、大幅に低下し、資本輸出余力の
低下となって、戦後世界経済構築のイニシアティ
ブを失わせることにもつながった。「ポンド＝ド
ル体制」（侘美）の構築は、第一次世界大戦前まで
の、国際金本位制度に基礎を置く、ロンドン・シ
ティを中心として展開した世界金融システムの一
極構造が、機能不全に陥ったことを意味したが、
それはいくつかの複雑な面をもってもいた。まず
ヨーロッパにおけるロンドン・シティの中心的な
役割は、戦前に比しての金融力の弱体化にもかか
わらず、強まったといってよい。これは、第一次
世界大戦の結果生まれた、中東欧諸国や中東の委
任統治領など新興国・新興地域の資金需要が強ま
り、その資金取り入れ先として、ロンドン・シテ
ィの資金仲介機能の利用度が高まったことによ
る。これは、新興ニューヨーク市場のアベイラビ
リティに比して、ロンドン・シティの方が効率的
であったことによるものであり、戦争を契機とす
る国際金融における力関係の変化にもかかわらず
その地位が持続されたのは、シティがもつ「制度
設定者のレント」の「レガシィ効果」とでも言う
べきものであった。（杉﨑、2008）この「レガシ
ィ効果」に伴い、シティは、1920年代も中南米、
特にアルゼンチンやウルグアイへの投資を持続さ
せることになった。このようなロンドン・シティ
の国際金融上のパワーの源泉のひとつは、資本市
場、金融市場、商品市場、運輸・保険市場の世界
的取引機能の集中にある。それは、実体経済にお
ける産業競争力の低下や資本輸出余力の低下にか
かわらず、持続されたところにその特徴がある。
シティの「制度設定者のレント」をめぐる問題
は、ジェントルマン資本主義とも関係する問題を
含むので別の機会に検討する。ここでは、世界市
場型金融資本的蓄積様式自体が、戦間期には世界
性を失い、スターリング地域内化、あるいは連合
王国の本土に収縮しはじめたところにその特徴が
あること、そして、そのことによって過去に蓄積
されてきた海外ポンド資産の維持の課題と、これ
に対する産業競争力の持続による国内雇用の維
持・発展の課題が二律背反的に作用するようにな
ったことを指摘するにとどめよう。戦前レートに
よる金本位制度の復帰は、戦前システムへの復帰
により、世界的資本蓄積の遺産を維持しようとす
るシティの戦略に沿ったものではあったが、金本
位制度のデフレ作用がイギリスを通じて世界経済
に浸透し、世界農業問題を通じて、世界経済を収
縮させる結果となったのである。イギリスの金本
位制度からの離脱は、シティの国内投資へのシフ
トの幅を広げる効果をもち、国内産業とシティ型
金融資本の国内資本蓄積をめぐる連携を強める効
果を生んだが、その一方で、ポンド資産維持のた
めの高為替レートの維持は、産業の輸出競争力に
対して為替面から制約するという問題をさらに深
化させることになった。
このような金融資本的な資本蓄積様式をGCES
構造に位置づける場合、イギリス的な特殊性が問
題となる。その際、ポラニィの「擬制的商品」論
を批判的に検討し、労働、土地、貨幣といった本
来商品ではないものを商品化することで成り立っ
ている経済社会の「大転換」との関連で、世界恐
慌と資本主義の制度設定における転換の問題とし
て考える必要がある。
⑶「制度設定者のレント」をめぐって
「制度設定者のレント」という概念を提起し、制
度改編の軸にこの概念をすえることで、戦間期の
世界システムの転換の意味を考えてみよう。ここ
で、もう一度、「制度設定者のレント」について確
認しておこう。「制度設定者のレント」とは、様々
制度設定において、創始者が獲得する報酬を意味
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し、英語では The Creator’s Rentとする。（杉
﨑、2007、2012b）従来の研究では、企業におけ
る創業者や創始者については議論されてきたが、
制度の設定や創始者が得る報酬については殆ど検
討されて来なかった。特に、市場制度について
は、市場内部の研究はなされてきたが、制度とし
ての市場の制度設定の問題は不問に付されてき
た。特に、「レントの発生」については、市場メカ
ニズム、特に完全市場のおいては、競争を通じて
レントの発生は抑制されるものとされてきたし、
途上国で問題となる「レントシーキングな行動」
は、市場メカニズムが機能していないためとされ
てきた。重要な論点は、従来の市場をめぐる議論
は、市場内部の参加者をめぐる問題に限定されて
おり、その市場という制度を設定した創始者が獲
得するレントが明らかではないという点であった。
ここでは特に、市場の拡張性（「世界市場創出傾
向」）と「制度設定者のレント」について、「世界
市場型金融資本蓄積」との関連で確認しておこ
う。（杉﨑、2015）まず、市場における「制度設
定者のレント」とは次のようなものであった。「制
度設定者のレント」には、直接的に制度設定者が
獲得するレントと、副次的に、市場参加者が獲得
するレントが存在する。前者の、創設者が直接獲
得するレントには、有形のレントと無形のレント
がある。前者は、参加者が支払うコミッションか
ら市場管理のための適正な費用を差し引いたもの
である。多くの場合、市場の設定は公共財と考え
られてきたので、この有形のレントは、公共的な
利益に還元されるとみなされている。しかし、市
場がすべて公益のために設定されているわけでは
なく、市場設定者が中立的な存在であるとも限ら
ない。そこで、市場の制度設定者には、無形のレ
ントが発生する場合がある。市場制度の設定者が
獲得する最大のメリットは、情報の集中である。
市場制度の設定者は、市場を適正かつ安全に管理
運営する義務を負うが、そのなかで、市場に関す
る様々な情報を集約し得る立場にある。アダム・
スミスのいう「見えざる手」は、市場に介入しな
いがゆえに「見えざる手」でありつづけるわけだ
が、逆にいえば、市場の制度設定者は、その市場
が適正に運営されているという信頼度の高さと利
用の容易さを売り物に、市場への参加者を増や
し、市場規模の拡大を図るのである。実際には、
ひとことで市場といっても、様々な市場が存在す
る。制度設定者がギルド組織で自らプレイヤーで
ある場合もあれば、制度設定者の意図に沿って市
場の参加者が制限される場合もある。出品や購買
の参加が完全に自由な市場は、公共的市場として
法的秩序に組み込まれることで、本来の「制度と
しての市場」における「制度設定者のレント」が、
公共的に還元されることで不可視化されたと考え
るべきものなのである。
市場の制度設定者が獲得する、有形・無形の直
接的なレントに対して、市場参加者には、副次的
なレントが発生する。これも従来の研究では見落
とされてきた論点であるが、コースの取引費用論
を少し見方を変えれば、導くことが可能である。
すなわち、市場参加者が市場外に置かれた者に対
してもつレントである。市場参加者は、市場に参
加して効率的な取引を行うことで、市場外におい
て個別の取引をする場合よりも、より受益でき
る。これは、効率的市場が導き出す重要な効果で
ある。それは果たしてレントと言えるものなのか
という点は、その市場に「市場の外部」が存在す
るかどうかという点にかかわることになる。そも
そも市場が取引の場である以上、支払い手段を持
たない者は、たとえ入場を拒否されなくとも、市
場内で取引を行うことができず、実質的には市場
から排除された存在である。その意味で、市場に
は「市場の外部」がつねに存在する。市場参加者
が得る「副次的レント」には、有形と無形のレン
トがあるが、いずれも市場外の存在に対して発生
するレントである。市場参加者が獲得する有形の
レントは、市場に参加したことで、市場に参加し
なかったときには得られなかった利益である。こ
れは市場参加者が得る有形のレントである。無形
のレントは、市場に参加することで得られる情報
である。市場外の人間に対して、市場への参加者
は、より多くの情報を市場で得ることができる。
効率的な市場への参加者は、その市場に参加でき
ない外部が受益しえないレントを獲得するが、こ
れは、制度としての市場設定者が獲得する直接的
なレントに対して、市場参加者が獲得する副次的
なレントといってよい。
このように、市場制度が、コースの指摘したよ
うに取引費用を削減し、より効率的な取引を行う
場として機能するようになると、制度の追随者
followerは単なる参加者ではなく、模倣者や革新
者として市場形成に参加することで、市場創出を
促進することになる。これを追随者効果 follower’s 
effectとする。追随者は、効率的市場システムを
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学び、自分の領域に持ち帰り、模倣したシステム
を設定することで、自ら「制度設定者のレント」
を獲得できる。この場合、追随者は単なる模倣で
はなく、自ら革新者として新たな市場を形成する
ことも可能である。自由放任主義をめぐる従来の
研究が欠落させてきた論点として、この制度設定
をめぐる自由放任主義がもたらす、模倣的市場制
度の叢生がある。模倣者は、空間的に展開するこ
とで、新たな土地で模倣的市場を形成する。他方
で、技術革新による新たな市場形成が行われた場
合、その市場設定者は新たな市場で制度設定者の
レントを獲得する。かくして、自由放任主義の意
味する重要な点のひとつには、この市場創出の自
由と、そこでの「制度設定者のレント」の獲得の
自由がある。これらは空間的拡張性をもって世界
市場を創出しただけでなく、先行者との連携によ
るネットワーク化をもたらし、先行者の中心的機
能を強化する。ロンドン金融市場は、イギリスの
植民地の拡大過程において、模倣的市場を世界的
に拡張し、それとの連携を強めることで、さらに
ロンドン市場の中心的機能を強化してきた。ロン
ドン市場の世界性は、このような市場創出機能
が、イギリスの生産力の発展に伴い、模倣的市場
を世界的に展開し連携を強化した結果である。
両大戦間期のイギリス資本主義は、金本位制度
を離脱することで、「制度設定者のレント」をめぐ
る新たな転換をなしえたのであるが、それは世界
経済の不安定化の要因ともなった。
4.　イギリス資本主義の特殊性
⑴ 世界市場型金融資本蓄積をめぐって
なぜイングランド銀行が、鉄鋼業再編成に関与
したのかという問題は、イギリス資本主義の特殊
性に関る根本的な問題である。
イギリス資本主義は、その工業生産力の拡大と
世界市場の拡張とを同時に並行して進めた「最初
の工業国家」であり、世界的に信用の拡大を行っ
た「世界の銀行」でもあった。イギリスでは、貿
易金融や投資金融を業務とするマーチャント・バ
ンカーと、国内の短期的商業金融から産業金融に
その業務範囲と銀行規模の拡大をとげた国内地方
銀行とのすみ分けにより、金融業が営まれてきた
経緯がある。いわゆる「ドイツ型金融資本」に対
して、産業との結合が弱く、そのことがイギリス
の産業における集積集中を遅らせた原因として指
摘されもしてきた。
このようなイギリス資本主義の特徴は、その工
業生産が世界市場に立脚した「輸出指向型」とも
いえる性格にもみてとることができる。いわゆる
「多品種少量型生産」は、個別の輸出市場に対応す
る過程で生じたとの指摘がなされてきたことは、
あらためて言うまでもない。このことは、イギリ
スにおける機械工業や鉄鋼業の規模の問題にも関
わる点である。
イギリス資本主義の世界性は、侘美光彦が解明
したロンドン市場主導の信用体系のもとでの景気
循環にもみることができる。短期資金の運動を通
じて解明された金融市場の運動は、ホブスンが示
した資本輸出の動向とも関連するが、資本輸出が
不況期に増加する点や、資本輸出が商品輸出の基
礎をなす点で、さきのイギリスのマーチャント・
バンカーが引受を行った証券投資も、産業基盤の
拡大を通じて、輸出拡大の基盤を形成することに
なった。勿論、イギリスの非組織的金融は製造業
の輸出市場拡大と必ずしも結びつかず、そのこと
がイギリスの貿易赤字の原因として指摘されるこ
とからも明らかなように、イギリスの金融業は、
対外的展開と国内における産業の統合や輸出市場
拡大と必ずしも結びつかないところにその特徴が
あるが、これはイギリス資本主義の世界性がもつ
自由主義的性格に由来するものである。つまり、
国際競争の激化にたいして、国家としても、産業
としても、十分に組織的対応を行わなかったとこ
ろにイギリスの自由主義の伝統があり、それ自体
が、世界市場に展開した金融業や製造業企業の求
めるところでもあったからである。このため、組
織的競争力をもって世界市場への浸透をはかる後
発工業国の発展に対して、イギリスは、資本を供
給することで、国内産業の発展を阻害するという
矛盾を抱えることにもなった。
このようなイギリスの自由主義的性格は、国家
が経済過程や市場に介入することを忌避する傾向
になって現れた。いわゆる関税保護運動は、関税
を通じて国内産業保護する必要性があったにもか
かわらず、自由貿易主義にたいしてその影響力を
1910年代まで拡大することができなかった。
この自由貿易主義の土台には、ロンドン金融市
場の基底にロンドン商品市場があり、そのロンド
ン金融市場の信用仲介を通じて展開した金本位制
度があった。われわれはこうした世界市場に立脚
したイギリス資本主義の構造から、イギリスが世
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界市場の形成をつうじて構築してきた「世界市場
という制度」と、ロンドン市場を通じて媒介する
「制度設定者のレント」を析出し、そこに自由貿易
主義の基礎を見出すのである。（杉﨑、2012b）イ
ギリス資本主義の世界性は、このような世界市場
に立脚し展開する構造からみてとることができる
が、その主体は、「ジェントルマン階層」による金
融業への関与と、帝国植民地支配により実体をも
つことにもなる。
このイギリス資本主義の世界的性格の基礎をな
すものが金本位制度であり、その中心地ロンドン
金融市場における中核をなす存在がイングランド
銀行であった。
イングランド銀行による鉄鋼業再編成への関与
は、このようなイギリス資本主義の構造的性格か
ら見れば極めて異質であり、特徴的な事態であっ
たが、第一次世界大戦後の特殊な事情のもとでの
小規模かつ短期的なものとして看過されてきた。
これにたいして、トリデイの研究は、イングラン
ド銀行による産業への介入を調査した大作であっ
たが、鉄鋼業の産業史に特化したためイギリス資
本主義の構造的問題にまで辿りつくことができな
かった。イギリス資本主義の世界性を把握するこ
とに失敗し、個別産業のミクロ的事象としてか捉
えられなかったことで、ポラニィのいう「大転
換」の時期におけるイングランド銀行による軍需
産業への介入と再編成への関与がもった歴史的意
義を、十分なかたちで解明することができなかっ
た。
さて、上述のイギリス型金融資本をめぐる問題
もこの金本位制度との関連で、その性格も明らか
になるが、その点はこれまで十分に検討されてき
たとは言い難い。入江節次郎のイギリス型金融資
本研究（1982）と生川栄治の金融資本論（1956）
が精緻な分析を行ってきたが、まだその構造があ
きらかになったとは言い難く、西村閑也の精緻な
ロンドン金融市場分析（1980）との関連づけも不
十分である。
馬場宏二のコメントを引用すれば、「ドイツに
比して、典型的な産業資本が確立したイギリスで
の金融資本への転化が困難だったという、その限
りでは不均等発展の事実に即した指摘はあるが、
そこは節全体からいえばむしろ補足的な部分であ
る」（馬場宏二、1986、p.91）ということになる。
これに対して、侘美光彦の金融資本論は、「国際
通貨体制」（1976）の中で、「ロンドンに特有の割
引市場は、一般の金融機関から最も短期の資金を
借入れ、同時にそれを最も優良な手形に投資する
というきわめて流動的な市場であった」（p.95）と
して、ロンドン割引市場の主要な機能として、国
内外の金融機関の余剰資金の運用をたすけるだけ
でなく、全金融市場の変動をバランスする緩衝地
帯としての機能を果たし、さらにイングランド銀
行が最後の貸し手として存在したことを指摘して
いる。
さらに、イギリス中心の国際金融市場におい
て、ドイツのマルク建て資本輸出の制約について
も述べている。（同上、p.232）さらに、W.A.ブラ
ウンのいう、「国際収支に対する表層的調整力」と
「国際収支に対する基礎的調整力」を引用して、定
義しなおしたうえで、ロンドン金融市場の調整能
力について、長短資本移動を調整するだけでな
く、基礎的な経常収支の変動をも調整する機能を
有したとするのである。侘美論文は、その次の文
で、ロンドン市場が「世界的な景気循環を統一的
に媒介する中心的地位にあった」（同上、p.316）
とする。中心的地位にあったことはともかく、
「統一的に媒介」しえたかという点については、別
途検討が必要であるが、ロンドン市場をめぐる精
緻な分析を通じて、第一次世界大戦前の中心的性
格を実証した点に意義がある。われわれは、中心
的性格を獲得しえた理由として、「制度設定者の
レント」を位置づけようというのである。
以上のように、国際金融資本市場における金融
機関のあり方は歴史的にも絶えず変化している
が、特に近年のグローバル化のもとでの金融改革
により、2007–08年国際金融危機に至る時期の金
融機関の巨大化と世界性が注目されるようになっ
てきた。
ここでの論点は、従来のドイツ型金融資本に対
して、明示的に「金融資本」としての定義付けが
なされてこなかったイギリス的金融資本につい
て、仮説的ではあるが、「世界市場型金融資本」と
して 定義しようとすることにある。
上述のように、ドイツ型金融資本は、金融機関
と産業の密接な関係を基礎にするものであった
が、イギリスにおける金融機関と産業との関係に
は、そうした強固な関係性を析出することが難し
い。これは、銀行と国内企業の関係でも、閉鎖的
で「内部化された」関係よりも、公開された市場
における取引が可視化されてきたことによる。ま
して、世界市場を対象とするロンドン金融・資本
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市場においては、特定の不可視な関係が存在する
にせよ、むしろ多様な関係性の取引が公開される
ことにより、市場規模を拡大し、そのことにより
市場を設定した「制度設定者のレント」が増加す
るメリットがあったと考えることができる。われ
われはこれを「世界市場型」金融資本蓄積様式と
して、いわゆるドイツ型の「国家内型」金融資本
蓄積様式と区別しようとするのである。
「制度設定者のレント」は市場制度と非市場的
制度の双方において発生するが、従来、市場にお
けるレントは完全競争のもとでは発生しないとし
て、制度設定者に与えられるレントの所在につい
てまったくと言ってよいほど問題にされてこなか
った。筆者は、市場という「制度の設定者」に与
えられるレントの所在を可視化することにより市
場経済についての理解を深めることができること
を論じてきた。
「市場型資本蓄積様式」の特徴は、市場を設定し
た「制度設定者」にレントとしての手数料を支払
い、市場に参加した産業資本や商業資本は、市場
取引を媒介しつつ資本蓄積を行うという点にあ
り、一般的な資本蓄積様式といってよい。従来の
議論との違いは、市場制度の設定者の存在を明示
した点にある。このような一般的な資本蓄積様式
における市場の機能と市場制度「設定者のレン
ト」の問題についての議論は、別の場に譲るとし
て、ここでは、ドイツ型の産業資本蓄積と一体化
した金融資本蓄積様式に対して、「市場型」金融資
本蓄積様式は、国境を越えた「世界市場型」と一
国内を中心とする「国家内型」の二重性をもつこ
とを指摘しておこう。これは GCES構造におけ
る GCと DCの関係性の問題である。
そもそも「世界市場型」金融資本蓄積様式が形
成されうる条件は極めて限られている。まず金
融・資本市場が世界的拡張性をもつには、貿易信
用や投資のための資金需要が集中するネットワ一
クが必要であり、そのための生産力基盤や信用力
基盤が必要となり、それは歴史的には、たとえ
ば、ロンドンやパリ、ニューヨークのような国際
都市に形成されてきた。多様な金融商品を売買す
る金融業者は制度設定者にレントとして手数料を
支払い、取引を行う。市場を設定した制度設定者
にとって、市場の拡張がレントの量的拡大を保障
する源泉であるが、市場のもつ情報力と資金調達
力に向かって多くの資金が流入することになる。
この場合、制度設定者がブレイヤーになることも
ないわけではない。個々の金融業者の規模は小さ
くとも、市場のネットワークを通じて投資家の資
金を動員し流動化する機能を果たすのが、この市
場型金融資本蓄積の特徴である。この場合、「制
度設定者のレント」は直接的な手数料にとどまる
ものではない。情報の集中、参入者制限、取引様
式の設定、通貨の決定等により、間接的なレント
も獲得できる。残念ながら、このような「制度設
定者のレント」は、直接的な手数料収入にせよ、
間接的なものにせよ、透明性を欠き、量的に確定
することはできない。またそれゆえに市場の「制
度設定者のレント」（the Creator’s Rent）は閑却
されてきたと言ってよい。
しかし、1980年代以後の自由主義改革により、 
様々な市場が自由に設定できるようになると、
「市場設定者のレント」の存在も次第に明らかに
なってきた。その意味するところは、市場はけっ
して特定の所与の制度として存在するだけでな
く、自ら設立し運営することが可能な点である。
勿論、その市場に拡張性があった場合ではある
が、制度として設定されたあとも、拡大・縮小、
多様化という運動を繰り返している。市場の参加
者は絶えず競争にさらされているが、その自由放
任の世界には、市場設定の自由もあれば、市場を
設定し「設定者のレント」を獲得し、それを他者
と共有する自由もまた存在することが明らかにな
ってきたのである。
このように市場制度の「設定者のレント」の問
題は、多様な広がりをもつものであるが、本稿で
取り上げている金融資本蓄積様式の議論において
は、従来の組織的なドイツ型金融資本蓄積様式に
対して、イギリスのように、これまで金融資本と
しての性格を確定しえてこなかった点について、
「市場型金融資本蓄積様式」として対置すること
が可能になる。なぜならば、「市場型金融資本蓄
積様式」は、個別資本の規模の大小よりも、市場
そのものの拡張性、すなわち「市場創出傾向」に
焦点をあてた概念であり、支配ではなく関係性と
拡張性にその特徴を見出すことで、個別資本の小
規模性の問題や、資金の回転を早める短期信用重
視の性格などの点の解明を可能にする。また、基
軸通貨国に特徴的な、世界市場創出と国内市場創
出という二重性の問題についても考察の糸口をあ
たえることになる。勿論、これらは実証とともに
展開されるべきものであるので、ここでは、概念
設定における可能性を提示することにとどめたい。
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この金融資本形成との関連で、イギリス重化学
工業の問題も、必ずしも十分に検討されてはこな
かった点であるが、戦間期イギリスにおける資本
蓄積の転換において重要な意味をもつことになる。
⑵ 戦間期におけるイギリス鉄鋼業の再編成
GCES構造仮説のもとで国内的資本蓄積と世界
的資本蓄積の連関を考える上で、国内の基軸産業
の資本蓄積についての検証が必要となる。この問
題については、すでにトリディの研究を巡って問
題提起を行った。（杉﨑、2012）イギリス鉄鋼業
の資本蓄積構造における重要性は、それが両大戦
間期におけるGCES構造の転換に際して、イギリ
ス資本主義改編の重要な軸をなした点である。イ
ギリス鉄鋼業は、帝国主義段階におけるドイツ鉄
鋼業の急速なキャッチアップにもかかわらず、自
由貿易主義のもとで形成された「世界市場型」資
本蓄積のもとで国内での資本編成の組織化が遅
れ、分散的性格を依然として強く残していた。総
力戦の遂行の過程で、国家の戦時統制のもとで改
編を迫られることになったが、そのプロセスは
「世界市場型金融資本」の対内旋回のプロセスと
対抗関係をもちつつ、戦後から世界恐慌に至るま
で展開されることになった。その際、GCの対内
旋回は DCとの連携強化を通じて、GCが世界性
を弱め領域内化する過程として行われたが、それ
がSとの対抗関係をもちつつ展開したところにイ
ギリス資本主義の特殊な性格があった。しかも、
この世界市場型資本蓄積の対内旋回という退行的
プロセスは、イギリスの自由貿易主義の最終的な
放棄と国家主導で組織されたカルテルの国際カル
テルへの関与を通じて行われた。しかしそれ自
体、国内的にも国際的にも矛盾を含むものであっ
た。国内的には、反カルテルの自由業者が残存し
ていたし、国際的には、過剰な生産力を抱えるア
メリカからの攻撃に晒されることになったからで
ある。（杉﨑、1991）かくして、イギリス鉄鋼業
は、両大戦間期におけるイギリス資本主義の資本
蓄積構造の再編とその矛盾を体現することになっ
たのである。
戦間期のイギリス鉄鋼業を考察するうえで、イ
ギリス鉄鋼業の独特の市場構造について考察する
ことが不可欠である。とりわけ、地域別、製品別
に形成された国内カルテルと、製品別国際カルテ
ルとの結合の態様について見るならば、「分散的
な生産構造をもって、いわば防衛的な立場で国際
競争の激化に対することとなった」1イギリス鉄
鋼業の 19C末以来の構造が、第一次大戦後におい
ても基本的には変わっていなかったことを示すこ
とにもなるにちがいない。もちろん 1920年代に
おける鉄鋼業の慢性的不況は、そうした分散的な
生産・市場構造の改編を余儀なくさせたのであっ
て、1920年代末からのイングランド銀行主導の
鉄鋼業再編成と、1932年の保護関税導入がその
両輪をなした。IDAC（Import Duties Advisory 
Council 輸入税諮問委員会）の指導による BISF
（British Iron and Steel Federationイギリス鉄
鋼連盟）の成立はその一つの帰結であった。この
点は高橋哲雄が「独占の終局的な確立」2として強
調しているところである。
両大戦間期におけるイギリス鉄鋼業の再編成を
考えるうえで、国家の介入と鉄鋼国際カルテルへ
の参加の問題が重要となる。その詳細は、別途議
論することとして、ここでは、イギリス資本主義
の特殊性において、「世界市場型金融資本」の旋回
との関連で、論点をあげておこう。それは、GCES
構造における国内資本蓄積がもつ国際的連関に関
わる問題としてある。
イギリスでは 1932年、IDAC（Import Duties 
Advisory Council輸入税諮問委員会）の勧告によ
り 33.1/3%の鉄鋼関税が時限立法で成立した。し
かしこの関税障壁をもってしても、半製品を中心
とする大陸からの鉄鋼輸入の防遏ができなかった
ばかりでなく、むしろその圧力は強まったから、
IDACの指導下でイギリス鉄鋼業の生産者団体の
中央組織として BISFの設立がすすめられること
となった。
1934年 4月、イギリス鉄鋼生産の 75%を担う
生産者を組織して発足した BISFは、国内カルテ
ルを整備することで、大陸の EIA（Entente 
Internationale de L’Acier国際鉄鋼カルテル）と
結合し、国内市場を保護するだけでなく、製品別
輸出割当により輸出市場をも確保した。
戦間期には、鉄鋼製品別に多岐にわたる国際カ
ルテルが形成されたが、なかでも国際鉄鋼カルテ
ルは包括的カルテルの最たるものであった。
 1 前掲、遠藤湘吉編著、270頁。
 2 高撟哲雄、前掲 150頁。
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1927年に結成された第一次ヨーロッパ鉄鋼カル
テルは、世界恐慌とともに解体したが、1933年 2
月には第二次カルテルが再結成された。その特徴
は、加盟国の国内市場価格や生産量については放
任し、輸出市場での数量及び価格規制にしぼった
点にあった。その際、割当量達成の過不足に応じ
て行われる調整支払制度と、アウト・サイダーに
対する闘争価格（ﬁghting price）の設定が重要な
統制手段となった。（杉﨑、1991）
ドイツ・フランス・ベルギー・ルクセンブルグ
の四力国により再結成された後、ポーランド・チ
ェコ等の中欧を包摂するのと並行して 1935年に
イギリスを加盟させ、さらに 1937年末にはアメ
リカの加盟によって南北アメリカ大陸を組み込
み、南アフリカ連邦以外のイギリス帝国圏・スウ
ェーデン等の一部ヨーロッパ市場も「組織化」の
対象とされていったのである。
イギリスにおける 1932年の鉄鋼関税導入と、
34年の鉄鋼連盟の成立、35年のヨーロッパ・カ
ルテルとの協定の成立と輸出入統制機関としての
英国鉄鋼会社の設立を通じて、政府主導の国内カ
ルテルと管理貿易体制が成立した。かかる体制の
下で、国内価格の安定がもたらされたが、企業の
投資行動では重鋼・一貫生産メーカーの保守的・
投資抑制と鋼管やブリキ圧延メーカーによる投資
拡大という対照的な展開がみられた。前者が、技
術革新の点ではすでに成熟しており、フィクシャ
スな帝国内分業を想定した市場に立脚していたの
に対し、後者は製品革新・工程革新が進行するア
メリカと市場で競合していたためである。国際カ
ルテルと結合することによって構築されたイギリ
スの政府主部の管理貿易 =国内カルテル体制は、
前者の重鋼部門を保護しつつ、後者の軽鋼部門の
拡大を抑制するものであり、結果的には、イギリ
ス国内においてさえ、供給力の不足を招来するこ
ととなった。世界市場における国際カルテル主導
の「排除の構造」が、イギリス国内においては、
資本の過剰と供給力の不足という矛盾を生み出し
たのである。
⑶ トリデイ再論
イギリス資本主義の基軸産業である鉄鋼業を中
心に、政府とシティの関係を分析したものがトリ
デイの研究である。このトリデイの書は、上述の
ように 1987年出版の著作であり、すでに四半世
紀すぎているが、戦間期イギリス産業研究の白眉
でありながら、十分にその評価を受けてきたとは
言い難いことはすでにふれた。（杉﨑、2012a）わ
れわれは GCES構造の中に重化学工業の資本蓄
積を埋め込むことで、イギリス型資本主義の戦間
期における対内的旋回について捉えることができ
ると考える。
トリデイの研究をふまえつつ、イギリス鉄鋼業
のイギリス資本主義の位置づけを端緒的に行った
ものが、筆者のイギリス鉄鋼業研究である（杉
﨑、1996年、湯沢威編著、第 5章）。編集方針と
して「盛衰のプロセス」が主眼となっていたこと
もあり、その内容は「イギリス鉄鋼業の衰退」を、
比較優位の喪失を伴うシステム変形のブロセスと
して捉え、そのうえで、「なぜ『衰退』と成長の交
替プロセスがスムーズな展開を見せず、『衰退』の
累積効果が生じ、『衰退』の長期的傾向が持続され
たのか」（同、91ページ）と問い、そのうえで、
次の三点から考察を試みた。
第一に「効率性のわな」と「システム・トラッ
プ」である。イギリスは「最初の工業国家」とし
て生産力の優位を背景に、自由貿易主義を推進す
ることで、世界市場に適合的な産業構造を形成し
たが、戦間期には、それが「システム・トラップ」
となり、システムの変形を遅らせた。
この問題は、第二の論点の「中心国の衰退」に
そのまま連なるものである。特に、世界市場志向
型開放経済における国内利害の対立と分散化に、
中心国の特徴を把えた点があげられる。競争優位
部門の世界市場志向と競争劣位部門の保護貿易指
向という利害の分散と対立は、後に「ハイエク的
自己分裂」（杉﨑、2002）という造語により表現
しようとした点である。勿論、このような国内に
おける輸出産業と保護産業の利害の対立は、先進
国・途上国を問わず広く見られるところではある
が、それにもかかわらず鉄鋼業分析に際して特に
強調したのは、イギリス資本主義の世界市場志向
型発展が、鉄鋼業内部における分裂をもたらして
いたからである。
第三の論点は、「総力戦効果」である。第一次世
界大戦時の、強力な国民経済的な収斂は、大戦前
の自由貿易のもとで形成された効率的システムが
固定化された結果として、「システム・トラップ」
を生じさせた。総力戦期における軍需生産拡大の
国家的要請のもとで、比較劣位の鉄鋼部門も拡大
して供給不足を補う必要が生じた。大戦後の恐慌
は、戦時中に形成された過剰資本を整理すること
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なく、過剰設備を抱え、肥大化した資本構成のま
ま、イギリス鉄鋼業は、金本位制度に復帰するこ
とになった。戦時中に投資先を狭められたシティ
にとって、軍需産業への投資は重要な意味をも
ち、それが戦後過程においては、重工部門への貸
し出しが不良債権化し、シティや銀行にとって重
荷となった。鋼管やブリキ部門など比較優位部門
中心に合同再編成を徹底して行うことは、中心国
として比較優位による産業代替を許容する一つの
道ではあったが、「総力戦」を経験した経済は、も
はやフルセット型鉄鋼産業構造から脱することは
できなかった。競争劣位部門と化した重鋼部門
を、保護関税政策と国際カルテルのもとでの管理
貿易によって救済することで、イギリス鉄鋼業と
軍需産業は、1930年代の世界的不況を生き延び
ることになったのである（同、92ページ）。
以上のような鉄鋼業分析は、トリデイを積極的
に評価しつつ、その不十分点を克服する努力から
生まれたものであった。イギリス鉄鋼業研究とし
ては、このころすでに安部悦生の第一次世界大戦
前の鉄鋼業を中心とする研究が生まれており（安
部悦生、1992）、イギリス鉄鋼業の企業経営に関
する精細な分析がなされていた。この安部悦生の
分祈に比しても、戦間期を扱ったトリデイの研究
には次のような問題点が残されていた。
第一に、トリデイに欠落していたのはイギリス
資本主義の世界位置に関する基本的考察であり、
それがイギリス鉄鋼業に及ぼした影響である。
第二に、トリデイの鉄鋼合同運動に関する分析
は、シティの関与に関する実証も含めて精密であ
りながら、イギリスにおける金融資本的蓄積の特
殊性に関しての分析を不十分なまま残すことにな
った。その原因は、中心国における資本蓄積の世
界市場適合的な資本蓄積と一国的な資本蓄積の構
造分析が困難なことに由来する。世界史的状況
も、その矛盾の認識に至るまで多くの時日を要し
たのである。
今日われわれは、GCES構造仮説に到達し、現
状分析の基礎となる転換点としての両大戦間期の
分析に、それを用いようとしている。ここでは、
次の三点について論点を提起しておこう。
第一に、GCES構造における中心国の問題であ
る。世界経済中心国経済においては、自由質易体
制と自由な資本移動、そして自国本位の通貨体制
は、互いに不可分な関係にある。一方で、中心国
経済は、金融的利害と産業的利害の対立を内在さ
せ、同時に、その産業的利害も競争優位にある輸
出産業と競争劣位にある保護産業とに分裂させて
いる。しかも、「総力戦」のもとでの「労働力商品
の国民化」（杉﨑、1988）が進み、労働組合は、
産業団体とともに政治的意思決定に一部参画する
という、いわゆるコーポラティズム型の構造が国
家内に形成されるようになった。トリデイが、鉄
鋼業の労資関係分析の重要性を軽視し、戦間期の
イギリス鉄鋼業の労使関係は、目立った労働争議
もなく、賃金も安定していたとした点については
すでに批判した。われわれは、むしろそのように
ビルトインされた安定性そのものに、イギリス鉄
鋼業の資本蓄積の困難さを見て取ることになる。
その一部は、すでに「イギリス鉄鋼業の労資関
係」（杉﨑、1998）でまとめてはいるが、ここで
は課題の提起にとどめよう。イギリス資本主義の
資本蓄積における労資関係の困難さは、鉄鋼業の
ような安定的な関係の中にこそ存在したのである。
第二点は、世界市場に立脚した資本蓄積と、国
内的資本蓄積の矛盾である。「最初の工業国家」
イギリスの重要な特徴が、世界市場立脚型の資本
主義発展にあったことは、あらためて言うまでも
ないが、イギリス鉄鋼業の分析は、世界市場型の
金融資本的蓄積と産業との矛盾を明らかにするこ
とになる。トリデイの図式にあるシティと産業の
対立もそのひとつであるが、トリデイは、そうし
た対立を総括するイギリス型金融資本蓄積の特質
を十分に解明できなかった。そのことが、恐慌分
祈としても不十分さを残した理由と考えられる。
第三には、分裂と対立を抱え、資本蓄積の困難
に直面する中心国イギリスは、なぜ崩壊せずに、
その覇権を維持し続けえたのか。産業の衰退は一
面であり、ジェントルマン資本主義論（P.J. Cain 
and A. G. Hopkins, 1993）が提示した金融的イン
タレストの存在と優位は持続している。その理由
と、その源泉が問われなければならなかった。そ
れは単に金融的インタレストの問題でなく、産業
における資本蓄積との構造的連関の解明と合わせ
て行われるべきものである。トリデイは、その扉
をたたいたが、方法論上の問題から、その特殊性
を十分に解明できなかったのである。
1930年代のイギリス鉄鋼業は、欧州鉄鋼業と
の競争力の劣化を国際カルテルの市場分割により
糊塗したことで、対米競争力の劣化も進み、世界
市場型資本蓄積も収縮した。その際、その根底に
は GCES構造における DC・L関係の改編、就中
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「労働力商品の国民化」にともなう労資関係の改
編があった。それらを詳述するのは別の機会に譲
らなければならないが、本稿が問題とする「方法
としてのGCES構造」は、国家内の労資関係の構
造的変化と同時に進行した、世界的資本蓄積と国
家内的資本蓄積の相互関係の改編に光を当てるも
のといってよい。その際、中心・周辺関係は、中
心部から周辺部への負担の転嫁とそれへの対抗関
係として捉えられる。一国内においては Rとし
て、世界的には非資本主義的外囲における BCP
の存在がそれである。戦間期における GCES構
造の再編過程は、さらなる戦争を通じて、この
BCPをも世界システムに巻き込むことで、一方で
はGCを Sに内部化しつつ、他方でその世界性を
さらに拡大することになったのである。
1930年代の世界恐慌と長期不況の影響が軽微
とされてきたイギリスこそ、その内部の矛盾と、
世界市場における通貨制度と貿易機構の矛盾とを
一身に体現し、なおかつ生き延びた資本主義国家
であった。アメリカ中心の世界恐慌論を克服し
た、戦間期における世界経済論が必要とされる理
由もそこにある。中心国機能を体現したイギリス
の矛盾は、今日のグローバル化の中で生じる問題
に連なっており、その考察は大国アメリカの危機
に関する考察にも資するに違いない。かくして、
われわれは、侘美光彦の大著が指摘した「ポン
ド・ドル体制の動揺」の基礎にあるイギリス資本
主義の資本蓄積様式の分析を基礎に、世界市場と
の連関を考察する重要性に、あらためて思いを致
すことになる。
われわれが直面している課題は、次のようなも
のである。まず、労資関係の分析を軽視したこと 
が、イギリス資本主義分析を不十分にしている点
をふまえ、その検討を基礎におく鉄鋼業の資本蓄
積の分析と、それに連関した金融資本的蓄積様式
の析出が必要となる。それらを通じて、侘美光彦
がイギリス資本主義研究者に残した課題である、
イギリス資本主義の資本蓄積の制約と戦間期世界
恐慌との関連も幾許か明らかにされるに違いない。
侘美光彦の「ポンド・ドル体制の動揺」を、わ
れわれの「GCES構造仮説」で捉え直せば、GC
の世界性が分断され、国家の領域性のもとに包摂
されていく問題として考えることができる。その
際、GCと Sの闘争（対立と協調）は、資本蓄積
の様々な分野で行われたが、恐慌の世界的な波及
と深化のプロセスによって重大な影響を受けざる
をえなかったイギリス鉄鋼業の再編成は、その一
つの重要な事例である。イギリス鉄鋼業の再編成
は、第一次世界大戦下での「世界市場型金融資
本」との結合の延長線上においてなされたが、世
界性を有するロンドン市場に基礎を置く GCにと
ってみれば、特定の産業との結合自体が自らの世
界性を制約することにほかならなかった。
5.　小括
本稿は、GCES構造仮説を用いて、イギリスの
側から世界恐慌を再検討する試みの一環としてあ
る。大戦により肥大化した鉄鋼業への、イギリス
中央銀行のコミットメントと中央銀行機能の低下
があり、そのことがもたらしたイギリス資本主義
の資本蓄積構造への影響という問題が存在する。
その問題の世界的性格にこそ、世界戦争と世界恐
慌をつなぐ、戦間期の構造的問題を解明する糸口
があると考えるのである。
本稿の課題は、GCES構造仮説を方法として用
いる可能性についての問題提起を行うことにあっ
た。GCES構造のもとでの、GCと Sの拮抗する
関係と S内部の資本蓄積の重層性は、同時に中
心・周辺関係の中に位置づけられ、その中で多様
な資本主義が運動している。一方で、その外部に
はシステムに包摂されない人々が存在する。仮説
として GCES構造の転換点として両大戦間期を
とらえるとき、戦争と恐慌を通じて生じたシステ
ムの転換が、人々の生活にどのような影響を与え
たかについて解明することに、この仮説が幾許か
でも資するところがあるかどうかが、方法として
GCES構造論を用いることの意味として問われる
ことになるにちがいない。
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